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万が一火災が発生したら

火花や煙が激しく噴出している場合は
近寄らない。

火花や煙の勢いが収まったら、大量の水
や消火器で消火する。

大量の水で温度を十分に下げ、安全に配
慮し水没させる。



●熱中症は重症化すると命の危険を伴うものです。

●熱中症について正しい知識を持ち、熱中症対策を心がけましょう。もし、症状が出たとき
には適切な応急処置が行えるようにしておきましょう!

●例年、夏季は気温の上昇とともに救急要請が増加します。救急出場が増加すると近くで待
機する救急車がいなくなり、救急車の到着が遅くなるため、救える命が救えなくなる可能性
があります。皆さん一人ひとりが熱中症対策を行い、健康被害を減らすことは自身の命を守
るだけではなく、真に救急車を必要としている誰かの命を救うことにもつながります。

はじめに…

熱中症により搬送された件数の半数以上が65歳以上の高齢者!!

年齢区分別では、65歳以上の高齢者が4,426人で全体の半数以上を占めています。
そのうち、7割以上にあたる3,322人が75歳以上の後期高齢者でした。
高齢者と後期高齢者の救急搬送人数も過去最多となりました。





令和６年輪島市大規模火災を踏まえた消防防災対策のあり方に関する検討
会の報告書において、大規模地震時の電気火災対策として感震ブレーカーの
普及推進の必要性が提言されました。
【東京都における普及啓発】
都の地域防災計画において、感震ブレーカーの設置率の目標は２０３０年

度までに２５%（都内全域）と定められています。現状の感震ブレーカーの
設置率は１３%（令和６年度）となります。
なお、「首都直下地震等における東京の被害想定」では、板橋区の被害想

定が7割減少させることが可能と推計されています。
東京都（総務局総合防災部） 補助金・普及啓発

令和６年度
・令和５年度から引き続き木密地域へ感震ブレーカー（コンセントタイプ）を
無料配布

・普及啓発事業を展開開始
令和７年度
・区市町村に対し購入費用補助
【最大２万円（都負担：１万円）】
・住宅事業者へ感震ブレーカー購入費用補助
【上限３万円】
令和８年度
・区市町村に対し購入費用及び設置用費補助
【最大８万円（都負担：４万円）】
・住宅事業者へ感震ブレーカー購入費用補助
【上限３万円】
・プッシュ型広報（SNSなど）
・新たなネーミングの一般投票実施（～5/15）
「グラぴたスイッチ」「でんき火災ストパー」「ファイヤーゼロブレーカー」

板橋区危機管理部

いたばし防災＋カタログは令和７年８月３１日をもって事業を終了しましたが、
感震ブレーカを含む防災用品について斡旋価格での案内を実施しています。

【感震ブレーカー種類】

地震発生時に設定以上の揺れを感知した場合に、電気を自動的に遮断し外出時や避難
時にブレーカーを切る余裕がない場合等に電気火災を防止するための有効な機器です。
現在、市場に流通している感震ブレーカーは、分電盤タイプ、コンセントタイプ及び

簡易タイプの３タイプに分類することができます。
作動時には電源が強制的に遮断されることから。夜間の照明の確保や在宅医療機器の

予備電源の確保など、状況に合わせて対策をお願いします。


